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	（１）調査項目
	以下のいずれかの項目に係る技術動向調査
	調査項目提案型技術調査では、上記（ア）項のように調査項目はSJACから指定せず、前述の革新センターの目的に資する具体的な調査項目を応募者が提案し、その調査項目に対して技術動向の調査を実施します。提案に際しては、下表内の“調査対象の技術”に記載のいずれかに係るものとします。
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